












































































































































































































































企　　業　　側関　　心　　度 消費者側 企業側自体 企業側が推測する消費老の関心
1．非常に関心がある 25％ 37．1％ 20．1％
2．やや関心がある 48．6 42．O 42．O
3．どちらともいえない 8．3 6．7 18．3
4．あまり関心がない 153 10．7 16．1





























































































































第四位 41 11 52
957
12
第五位 24 19 43
第六位 31 11 42








1．比較広告は広告商品のマーケット・シェ　アを拡夫し，利潤を増大させる 17 8 25
























































































































’ 回 答 数；％







実　施　意　思 広告主1 媒　体1 計
1．あ　　る 39 …％i13 …％1・・123．2％
z　な　　い …1 …％1・・1…％1…1 70．5％
3．どちらともいえない及び不明 ・1 ・・％1 ・1 1・・％1 ・・16．3劣
＜第11表＞実施時期
回 答 数；％
実　　施　　時　　期 広告主1 媒 体1 計
1．　1年以内 ・・1…％1 3 …％」 9 20．O％

































































































































































































































































































































































































































メリット・デメリヅト 広告主1 媒　体1 計
1．　メリット ・・1…％1 ・・1…％1131 58．5％
2．　デメリット ・・132．7％ ・・1…劣1 ・・132．1劣
3．　どちらともいえない（不明） 18 1O．7％ 3 5－3％ ・1l9．4％
4　ま　　と　　め
比較広告に関する消費者および企業側の意識は上述の通りであるが，送り手
の企業は，比較広告は将来盛んになる50．4％（113杜），盛んにならない40．2％
（90杜），不明9．4％（21杜）といっている。比較広告が急激に発達するとは思
えないにしても，この広告が多くなる可能性がないというわけでもない。
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　消費者からの比較広告を要請する声のいっそうの高まり，現在流されている
一部の比較広告への彼らのなれ・それを通じての価値評価・認識の上回り，広
告主側の比較広告のいっそうの増大（よく目につくのは，広告主が広告スベー
スの中で競争企業の広告商品を比較する広告というよりは，朝日新聞が連合広
告として流しているような広告，各杜の商品を所定の比較基準に基づいて説明
するカタログ的な広告つまり相手に比較させる広告であるが，わが国の比較広
告の自主規制の現状を踏まえると，この種の広告の今後の動きが注目されると
ころである），比較広告の自主規制修正化の動き（まだ目立った動きはない），比
較広告のしやすい，またはそれを必要とする業種に属する広告主の，比較広告
に対する前向きの姿勢の強まり，比較広告に関するガイドライン設定について
の企業・産業側の意向・動きの高まり，広告媒体・広告代理業側の比較広告へ
の敏感度・賛同性のいっそうの増大，その他などは，比較広告を刺激づける要
因となるであろう。
　わが国の場合は，広告倫理綱領とか要領，各種の広告自主規制により比較広
告はしにくいという事傲こあるが，これにより比較広告がいつもコントロール
され，この種の広告が一般化・拡大化する心配はまったくたいと見るのは，適
切さを欠く見方といえるのではあるまいか。筆者は比較広告を否定する老では
ないが，それがもたらすコミュニケーションの混乱化，消費者へのマイナス，
企業間の不当な泥試合，ひいては広告コミュニケーションの不信感の考えられ
る高まりを恐れる。それだけに，現段階としては，比較広告が盛んになるなら
ないにかかわらず，比較広告（広義）のガイドライン検討化の方向を，産業界
は打ち出すようにすることが大切と考える。米国では比較広告の自主規制コー
ドとLて，NABガイドライ：■，幅，4Aの比較広告ガイドライソ，141その他など
があるが，これらが既に制定されていても，比較広告についてはいろいろな問
題がなおも発生しているという現状を見ると（わが国の場合は米国のようにエ
スカレートはしないまでも），広告コミュニケーショソの正常な発達を期する
　970
25
ために，ガイドライン問題をいまから検討しておく必要があると考える。
注（1）Wil1iam　L　Wilkie　and　Paul　W．Farris，“Co㎜parative　Advertising：Issues
　　and　Prospects，”Cambridge，Mass。：Marketing　Science　Institute〈P43＿A〉，
　　August1974またはWLWllkleandP．WFams，“ComparatlveAdvertlsl㎎
　　ProbIem　and　Potentia1，”Jo皿nal　of　Marketing，Oct・1975・
　（2）Terence　A・Shimp，“Comparison　Advertising　in　Nationa1Television　Comer－
　　cia1：a　Content　Ana1ysis　with　Speci丘c　Emphasis　Devoted　to　the　Issue　of
　　I1ユcomp1ete　Comparati平e　Asse廿ions，”in1975Combined　Proceedings　Series
　　No．37edited　by　Edward　M．Mazze，A㎜erican　Marketing　Association，1975，
　　P．505．
　｛3）　NAB，“NAB　Guide1ines　For　Comparative　Advertising，”Apri11975。
　（4）4A，“Policy　Statement　and　Guidelines，”April1974。
〔付　記〕
比較広告の全調査結果については，早稲田大学大学院商学研究科広告研究室r比較
広告調査緒果表」（昭和51年11月発行）を，なお，比較広告の将来については，小
林太三郎rわが国広告主と媒体杜は比較広告をどう見ているか一比較広告の将来は
　？一」，ブレーソ　昭和52年3月号所収，127～133ぺ一ジ，誠文堂新光杜発行を参
　照されたい。
9刀
